
（単位:千円）

科   　     目 残   　 高 科    　    目 残 　   高

流  動  資  産 1,676,326 流  動  負  債 198,863

当 座 預 金 500,386 未 払 金 105,388

普 通 預 金 91,061 未 払 法 人 税 等 25,570

定 期 預 金 900,000 未 払 消 費 税 18,183

売 掛 金 182,532 仮 受 金 264

貯 蔵 品 1,741 預 り 金 840

未 収 金 475 未 払 費 用 41,869

立 替 金 137 賞 与 引 当 金 6,746

貸 倒 引 当 金 -7

固  定  負  債 74,136

固  定  資  産 532,986 退 職 給 付 引 当 金 70,668

（有形固定資産） 397,138 役員退職慰労引当金 3,468

建 物 付 属 設 備 2,462

器 具 ・ 備 品 155,426 負 債 の 部 合 計 272,999

建 設 仮 勘 定 239,250 （純 資 産 の 部）

（無形固定資産） 135,414 株  主  資  本 1,936,313

ソ フ ト ウ ェ ア 135,414 (資 本 金) 350,000

（投　資　等） 433 資 本 金 350,000

外 部 出 資 190 (利益剰余金) 1,586,313

差 入 保 証 金 243 利 益 準 備 金 87,500

目 的 積 立 金 460,000

別 途 積 立 金 257,000

繰 越 利 益 剰 余 金 781,813

（ う ち 当 期 純 利 益 ） ( 157,345)

1,936,313

2,209,313 2,209,313

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。）

負債・純資産の部合計

貸　　借　　対　　照　　表

令和３年３月３１日現在

資    産    の    部 負  債  ・  純　資  産  の  部

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計
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　　　　　　　　　　　個　別　注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　個別法に基づく最終仕入原価法により行っています。

　２．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　移動平均法に基づく原価法により行っています。

　３．固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産

　　　　定率法により行っています。

　（２）無形固定資産

　　　　定額法により行っています。

　４．引当金の計上基準

　（１）貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、２か月以上延滞している債権の全額を

　　　計上しています。

　（２）退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による期末要支給額から一般財

　　　団法人静岡県農協共済会との職員退職給付契約に基づく給付金の総額を控除した

　　　額を計上しています。

　（３）賞与引当金

　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上して

　　　います。

　（４）役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、役員退任慰労金積立基準に基づき、期

　　　末要支給額に相当する額を計上しています。

　５．システム維持管理積立金の計上基準等

　（１）目的

　　　　この積立金は、システム稼働後の機器更新および保全などシステムを維持管理

　　　するために必要な経費の増加に対応し、会社経営の健全な発展を図るとともに、

　　　地震等の災害による会社資産の多大な損失等に備えることを目的に積み立てます。

　（２）積立目標額

　　　　この積立金の積立額は、４億円を限度とします。

　（３）積立基準

　　　　この積立金は、毎事業年度の当期純利益の範囲内で積み立てます。

　（４）取崩基準

　　　　この積立金は次の場合に相当額を取り崩すことができます。

　　　　　ア.システム稼働後の機器更新、開発、運用等に多額の出費が生じた場合

　　　　　イ.地震等の災害によって次の損失が発生した場合

　　　　　　① 固定資産、棚卸資産が被災し、多大の損失が発生したとき。

　　　　　　② ①により当社の事業が停滞し、多大の損失が発生したとき。

　　　　　　③ 資産における耐震工事により多大の費用が発生したとき。

　（５）積立および取崩の決議

　　　　積立および取崩の決議は、株主総会の剰余金の処分において行います。



　６．経営安定化積立金の計上基準等

　（１）目的

　　　　この積立金は、不測の事態が発生して多額の支出を要することとなった場合に

　　　対応し、会社経営の健全な発展を図ることを目的に積み立てます。

　（２）積立目標額

　　　　この積立金の積立額は、４億円を限度とします。

　（３）積立基準

　　　　この積立金は、毎事業年度の当期純利益の範囲内で積み立てます。

　（４）取崩基準

　　　　この積立金は、不測の事態が発生して多額の支出を要することとなった場合に

　　　取り崩すことができます。

　（５）積立および取崩の決議

　　　　積立および取崩の決議は、株主総会の剰余金の処分において行います。

　７．リース取引の処理方法

　　　リース取引については、賃貸借取引に係る方法により支払リース料を費用処理し

　　ています。なお、未経過リース料総額は61,812千円です。

　８．消費税・地方消費税の会計処理の方法

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっています。

　９．記載金額の端数処理

　　　記載金額は単位未満を切り捨てて表示しており、単位未満の金額については「０」

　　で表示しています。

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記

　１．当事業年度の末日における発行済株式の数 35,000株

　２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　　　令和２年６月３０日の定時株主総会において次の通り決議されました。

　　　　　配当金の総額 10,500,000円

　　　　　配当の原資 利益剰余金

　　　　　一株当たりの配当額 300円

　　　　　基準日 令和2年3月31日

　　　　　効力発生日 令和2年7月3日

Ⅲ．一株当たり情報に関する注記

　１．一株当たりの純資産額 55,323円

　２．一株当たりの当期純利益 4,495円


